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デジタル通貨、デジタルID 

この一年の総括と来年の展望
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2アジェンダ

１、　カンボジアの中銀デジタル通貨の実現とこの１年の実績 

２、　日本国内でのデジタル通貨の展開状況 

３、　分散型IDを活用したデジタルIDの導入状況 

４、　ラオス中銀デジタル通貨やメタバースでの暗号資産・NFT活用 

　　　など来年の展望
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１）現在の職務 

　　・ソラミツ株式会社 代表取締役社長 

　　・Digital Platformer株式会社 取締役 

　　・ReNet SORAMITSU Financial Technologies Co., Ltd. 取締役 

　　・東京工業大学 経営システム工学 特任教授 

　　・ISO/TC307 ブロックチェーン国際標準化 日本代表委員 

　　・2025年日本国際博覧会大阪パビリオン推進委員会アドバイザー 

　　・国土強靭化基本計画レジリエンスジャパン推進協議会委員 
２）経歴 

　　・カンボジア中央銀行デジタル通貨 総責任者 

　　・日本銀行　デジタル通貨分科会ラウンドテーブル委員 
　　・自民党　金融調査会　アドバイザー 

　　・内閣官房　IT総合戦略室 官民連携推進会合 

　　・金融庁 金融審議会委員「資金決済法の立法」 

　　・日本初の電子マネーEdy創業者、交通カードSuicaなどの開発 

３）著書 
　　・電子マネー革命はソニーから楽天に引き継がれた 
　　・世界初の中銀デジタル通貨「バコン」

自己紹介　宮沢　和正
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・カンボジア中央銀行デジタル通貨の共同開発・金融行政推進、ラオス中央銀行との検討などが評価された 
・本田圭佑、杉良太郎、ダルビッシュ有、医師、農学博士、工学技術者などが選出

Newsweek誌の「世界に貢献する日本人３０」に選出
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ソラミツの会社概要と技術
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*Representative office

ソラミツ会社概要

松田 一敬 
特別顧問 共同創業者 
元山一證券 SARR代表

岡田 隆 
ホールディングス 会長 

元トーマツ

武宮 誠 
ホールディングス CEO 
元NTT研究所 東大博士課程

宮沢 和正 
ソラミツ代表取締役 社長 
元楽天Edy執行役員

尾島 司 
特別顧問 ディレクター 
元野村證券役員

• 設立　2016年2月 

• 従業員数　約120名 

• ソラミツ株式会社（日本）2016~ 

• Soramitsu Helvetia（スイス）2019~ 

• Soramitsu Laboratory（ロシア）2017~ 

• Soramitsu Khmer（カンボジア）2018~ 

• JIYU Corporation（中国）2020~ 

• Digital Platformer（日本）2020~ 

• ReNet Soramitsu FT（カンボジア）2021~

ミッション：「ブロックチェーン技術」で産業にイノベーションを起こし、社会課題を解決する
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・The Linux Foundation は、全世界260社の中から 
　IBM、Intel、Soramitsuを世界標準候補として選択 

・セキュリティ監査・安定性・耐久性などのテストに合格し　 
　世界中の政府や自治体、金融機関、企業が安心して活用 

・世界中の最先端の技術者が開発に参加し業界標準のため 
　技術の継続提供保証という優位性 

・海外のデジタル通貨や他のブロックチェーンとの相互接続

2019年5月　日本発の技術が、オープンソース・ブロックチェーンの業界標準として認定

2019/05 
V1.0  
商用バージョン

2017/03 
V0.75 
Release

2017/12 
V1.0 alpha

2016/05 
Joined 
Hyperledger 

2016/10 
Incubation 
Hyperledger 

2017/04 
Active 
Hyperledger 

2018/12 
V1.0.0 RC1

日本発、世界標準候補のブロックチェーン技術 Hyperledger Iroha

1年半をかけて安定性・耐久性を徹底的に向上
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8全銀ネット（全国銀行協会）調査レポートより(2020年12月)

Hyperledger 

Fabric

Hyperledger 

Iroha
Corda Quorum

拡張性（付加的機能
の追加やアップグレ
ードのしやすさ）

〇 

性能劣化を回避し
た拡張が可能

△

拡張時に一部性能
劣化

〇
性能劣化を回避
した拡張が可能

△

拡張時に一部性
能劣化

可用性（障害時等に
おける継続的な運転
のしやすさ）

〇
システム冗長化が
可能

〇
システム冗長化が
可能

△

条件付でシステ
ム冗長化が可能

△

条件付でシステ
ム冗長化が可能

性能（処理能力の大
きさ）

△

1,000件／秒以上の
処理が可能である
が、条件により性
能劣化

〇
数千件／秒の処理
が可能

△

600件／秒の処理
が可能

△

数百件／秒の処
理が可能

・資金決済システム用途では、世界中のブロックチェーンでHyperledger Irohaが最も親和性が高い 
・Fabric、Corda、Quorumは、資金決済システムに求められる機能・性能としては、やや劣る

出所：2020年12月 全銀ネット調査レポート２０２０　 一般社団法人全国銀行決済ネットワーク
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9Hyperledger Iroha V1.3、V2.0 の主な新機能

　V2.0.0 ： 2022年後半リリース予定 
　１、処理性能目標：　数万トランザクション/秒、処理時間２秒程度 
　　　オンメモリー処理、合意形成アルゴリズム改善、ピア信頼性評価など 
　２、スマートコントラクト・ビルトイン (WASM) 
　３、開発言語を RUST に変更、多種のコマンド追加など

　 

V1.3.0 ： 2021年11月リリース済み 
　１、スマートコントラクト対応 (Hyperledger Burrow統合: EVM) 
　２、異種ブロックチェーン相互接続 (Hyperledger Cactus、Labo YUI) 
　３、モノの管理、トレーサビリティ対応のAsset機能拡張 
　４、交換可能な暗号化ライブラリ (Hyperledger Ursa統合) など
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10当社のブロックチェーンの主な実績

・各国の中央銀行・金融機関・企業と連携しデジタル通貨・デジタルID・NFTなどを商用化 
・最先端のインターオペラビリティ技術開発により、世界中がつながるWeb3.0 Trusted Internetを実現

The Linux Foundation

カンボジア国立銀行
国家の中銀デジタル通貨

インドネシア 商業銀行

モスクワ証券取引所　証券保管振替

デジタル通貨 デジタルID

保険・証券
スマートコントラクト

世界初

暗号資産、DeFi

暗号資産
分散型交換所

NATIONAL BANK 

OF CAMBODIA

サプライチェーン

会津若松、磐梯町、東京大学など
デジタル地域通貨

NFT

マイナンバー
カード連携

東海東京フィナンシャルH

大阪万博・仙台スーパーシティ
ヘルスケア・自治体連携

食の安全・原産地表示
電力取引・環境価値取引
SDGsリサイクルなど

ANAメタバース　越境通貨・NFT

スマートコントラクト契約管理

インターオペラビリティ技術開発
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カンボジアの中銀デジタル通貨の実現とこの１年の実績
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12世界初のブロックチェーン・中銀デジタル通貨の正式運用
・2020年10月28日に、カンボジア国立銀行は中銀デジタル通貨「バコン」の正式運用開始 

・開始から10ヶ月で５９０万人（国民の1/3）が、銀行間決済、送金、店舗支払い等に活用
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13カンボジア中銀デジタル通貨導入の目的

１、デジタル金融包摂、銀行口座の利便性の向上　 

・ 銀行口座を持たない人々や農村部への金融サービスの提供 

・銀行間送金のバックボーンとして機能し、リアルタイム送金とコストダウンを実現 

２、自国通貨の強化、金融政策力の維持 

・自国通貨の利便性向上、デジタル人民元・Facebook等への対抗 

３、国家全体の決済アーキテクチャーの簡素化 

・国内・クロスボーダー送金のコストダウン、利便性、セキュリティの向上 

・リテール決済からホールセール決済（RTGS）を同一のシステムで 

４、キャッスレス決済の標準化、相互運用性の実現 

・QRコード決済手段乱立の解消、加盟店手数料の低減、資金繰り悪化の防止
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14リテール決済～ホールセール決済をブロックチェーン化

２）リテール決済 
　　個人間、企業間の送金 
　　店舗・請求書などの支払

１）ホールセール決済 
　　　高額の銀行間決済を瞬時に 
　　リアルタイム・グロス・ 

　　セトルメント（RTGS）

・国家全体の決済アーキテクチャーの大幅な簡素化・低コスト化 

　　・銀行API（ISO-20022）で従来のコアバンキングシステムと連結 

　　　・少額から高額の全ての決済や送金を一貫してブロックチェーンで処理 
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15バコンを活用したリテール決済の特徴

1. 現金と同等の価値を持つ即時決済 

・個人間、企業間、店舗、請求書、EC、税金などに対応

2. 全ての個人、企業に提供 

 ・デジタル金融包摂、金融政策力の維持 

3. 送金手数料・加盟店手数料は無料 4. クロスボーダー送金・決済 

・オンライン・匿名で誰でも簡単に 
デジタル通貨の口座開設が可能 

（決済限度額US$250／日） 

・eKYCにて本人確認・口座開設を 

行うと1日の上限金額がUS$2500/日 

個人情報、AML/CFTは銀行が管理

• コストのかさむ従来の金融インフラ
をバイパス 

• 初期費用・保守費用を従来システム
の1/10 - 1/20に削減

・マレーシアから相手先の電話番号を指定するだけで、リアルタイ
ムにカンボジアのバコン口座に送金が可能

複数の通貨 
カンボジアリエル 
USドル

EMVco互換 
世界標準QRコード
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16バコンを利用したマレーシア・カンボジア間のクロスボーダー送金

・マレーシアのMaybank の利用者は、カンボジアの友人、家族、企業などに受取人の電話番号を
入力するだけで、リアルタイムに送金が完了し、安価な手数料でバコンで受け取る事ができる。

Maybank 
マレーシア

Maybank 
カンボジア 個人・企業 

バコンで受取
個人・企業が 
送金 バコンで送金

通貨両替

受取

銀行送金 バコン
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目的 詳細 達成進捗状況

1 金融包摂
 農村部への金融サービスの提供 

 銀行口座開設率の向上
 オンラインでバコン口座開設

2 自国通貨の強化
 自国通貨比率を２０％から引き上げる 

 デジタル人民元、Facebook対抗
 バコン利用者のリエル利用率が 

 一時的に６０％に

3 ホールセール決済  1日２回のバッチ処理を RTGSに  ５９０万人がRTGSを利用

4 リテール決済
 決済手段の統一、決済手数料ゼロ、 

 様々なキャッシュレス決済実現
 ２０万人以上、５０００店以上 

 ６ヶ月間で１４０万回、５億US$

5 クロスボーダー送金  マレーシア、タイとのクロスボーダー送金
 マレーシアからカンボジア実施済 

 タイとカンボジアは開発中

17バコンの目的と達成進捗状況（2021年8月末時点）
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日本国内でのデジタル通貨の展開状況
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クロスボーダーや銀行間の 

クリアリング等にCBDCを活用 

（信用力・安定性・効率）

19CBDCと民間デジタル通貨の二層構造

個人 企業・自治体

個人

個人

日本銀行が発行 

（CBDC発行権）

金融機関 

自治体など 

が発行

CBDC発行

CBDC還収

民間デジタル 

通貨発行 円支払
民間デジタル 

通貨送金

企業・自治体

企業・自治体
Please pair mobile device with

QR Code on screen.

Pair with TouchID / Password

Please pair mobile device with

QR Code on screen.

Pair with TouchID / Password

Please pair mobile device with

QR Code on screen.

Pair with TouchID / Password

Please pair mobile device with

QR Code on screen.

Pair with TouchID / Password

Please pair mobile device with

QR Code on screen.

Pair with TouchID / Password
Please pair mobile device with

QR Code on screen.

Pair with TouchID / Password

Please pair mobile device with 
QR Code on screen.

Please pair mobile device with 
QR Code on screen.

Please pair mobile device with 
QR Code on screen.

CBDC発行

CBDC還収

民間デジタル 

通貨送金

民間デジタル通貨 

とCBDCとの交換
民間デジタル通貨 

とCBDCとの交換

多頻度の少額決済は 

民間デジタル通貨にて対応 

（イノベーション・多様性）

Digital Platformer 民間デジタル通貨共通インフラ

複数・異種の 

ブロックチェーン間の 

相互接続を実現 

（インターオペラビリティ）

・日本銀行としてデジタル通貨を発行する計画はない 
・イノベーション推進のため、民間デジタル通貨と連携
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● 全国の金融機関や自治体が、相互運用性のあるデジタル通貨・デジタルIDを発
行するための「共通プラットフォームLITA」を2021年7月に稼働

● 労働基準法の一部改正による、デジタル通貨による給与払いに対応予定
● カンボジア中銀デジタル通貨や会津大学、磐梯町のデジタル通貨に採用された　　
ソラミツのブロックチェーン技術を活用

● ソラミツ他の共同出資のもとに2020年4月に会社設立
● 東海東京フィナンシャル・ホールディングとの資本提携・業務提携

- 本社所在地：東京都新宿区四谷1-1-2 四谷見附ビル5階　設立：2020年4月24日　代表者：代表取締役　CEO　山田芳幸 

- 資本金-（準備金含む）：1億3500万円（2021年3月現在）

Digital Platformer 株式会社について
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LITA 

Digital 

ID

LITA 

Digital 

Assets

LITA  

Gateway 

Common 

Parts

Hyperledger Iroha

LITA API / SDK

外部連係サービス 

◆ 勤怠・給与計算 

◆ 会計 

◆ 海外送金 

◆ 為替 

◆ ローン 

◆ 保険 

◆ SCM (Supply Chain 

Management) 

◆ EDI (Electric Data 

Interchange)  
◆ 価値交換 

◆ 信用スコアリング 

◆ マイナンバー 

◆ 運転免許 

◆ パスポート 

など

Web /ネイティブ・アプリケーション

アセット管理者・サービスサプライヤー　アプリケーション

LITA 
System 

Management

LITA 

Tracability 

NFT etc.

Bakong / Byacco

デジタル通貨、デジタルID共通プラットフォームLITA

・2021年７月１５日より、デジタル地域商品券の正式運用を福島県磐梯町で開始 
・個人間、企業間、企業内を「転々流通」、複数のデジタル地域通貨をつなぐ「相互運用」を目指す
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銀行発行 

デジタル通貨

企業間決済
EDI情報

デジタル通貨の共通機能と付加機能の二層構造

・共通機能：銀行・自治体・一般企業が発行し、送る・受け取るなどの相互運用性を実現、CBDCとも連動 
・付加機能：スマコンで各業界独自の機能を自由に付加し基本機能と連動、ただしプライバシーに配慮

自治体発行 

デジタル通貨

他社 

デジタル通貨

他社 

キャッシュレス

日本銀行
CBDC

自治体 

情報発信 

行政手続

ヘルスケア

相互運用・交換 相互運用・交換連動

連動 チャージ

デジタル通貨共通機能

・民間デジタル通貨 
　との連携・共存

相互運用 
交換

デジタル通貨付加機能連動

一般企業 

デジタル通貨

トレーサビリ
ティ・電力

デジタル給与
メタバース 

NFT
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東北地区：
会津若松市、磐梯町、須賀川市、仙台市他
１７市町村広域連携デジタル地域通貨

中部地区：
自治体＋地銀主導のデジタル地域通貨PJ

関西地区：
大阪商工会議所、京都市のデジタル地域通
貨PJ始動

中国・四国地区：
瀬戸内海近隣７県に跨るデジタル地域通貨

九州地区：
自治体及び金融機関連動でのデジタル通貨
での経費払い　など

民間デジタル通貨、デジタルID共通プラットフォームの展開・検討状況
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Byacco / 白虎　受取　

1,000受取金額 円

2020年7月1日

会津大学でチャージ　　　　　　　10,000 円

カフェテリアで食事　　　　　　　    -800 円

売店で買い物　　　　　　　　　　    -580 円

若松太郎さんに送金　　　　　　　  -1,000 円

円7,620 円

日本初のブロックチェーン・デジタル地域通貨「白虎」の正式運用

・2020年７月１日より、トークン型デジタル地域通貨の正式運用を会津大学で開始 
・個人間、企業間、企業内を「転々流通」、複数のデジタル地域通貨をつなぐ「相互運用」を目指す
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25福島県磐梯町、ブロックチェーン・デジタル商品券サービス開始

・令和３年７月１５日より販売開始、初日分は約２時間で完売、自治体が発行し町中で利用可能に 
・２５％のプレミア付与、一円単位で利用可能、加盟店手数料は無料、年配の利用者も多い

福島テレビ　https://news.yahoo.co.jp/articles/312e9c491934f0293dcfe89f6e16afa0bff85e15


NHK 　https://www3.nhk.or.jp/lnews/fukushima/20210715/6050015203.html?fbclid=IwAR3CiKme_Mz8juTWqWzzQawFp0sJLRKp-3N5GP6lhx6POspzEbHJMydvseA

https://news.yahoo.co.jp/articles/312e9c491934f0293dcfe89f6e16afa0bff85e15
https://www3.nhk.or.jp/lnews/fukushima/20210715/6050015203.html?fbclid=IwAR3CiKme_Mz8juTWqWzzQawFp0sJLRKp-3N5GP6lhx6POspzEbHJMydvseA
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26大阪商工会議所様資料
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ブロックチェーンにより「仮想市民ID」
を発行し、共通ID・データ連携基盤とし
て「バーチャル仙台市」を支え、各種コ
ンテンツが運用される 

Digital Platformer社のLITA上で、デジタ
ルポイントやデジタル通貨の発行が行わ
れる

仙台市 x 東北大学スーパーシティ構想

デジタルポイント、デジタル通貨
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分散型IDを活用したデジタルIDの導入状況
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・マイナンバーカードとデジタルID（分散型ID）で「簡単だけど高精度な本人認証」
・地域に関わるあらゆる認証を、デジタルIDひとつで簡単に（ブロックチェーン分散型ID）

電子本人確認 
カード真正認証 
デジタルID登録

スマートフォンで、マイナンバー
カードの本人確認情報を読取

地域でのあらゆる登録や認証
を、デジタルIDひとつで簡単に

デジタルID（ブロックチェーン分散型ID）とは
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30デジタル庁、民間デジタルIDとマイナンバーカードとの紐づけの推奨

出所：令和３年6月18日閣議決定 デジタル社会の実現に向けた重点計画

・令和２年９月よりのデジタルIDのブロックチェーン官民推進会合での検討結果が重点計画に反映  
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31デジタル庁が推奨するデジタルID（分散型ID）
・スマホのデジタルIDとマイナンバーカードなどを紐付けし、地域の共通IDに 
・デジタルID（分散型ID）は、ブロックチェーン活用の世界標準技術
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32分散型IDは地域が独自に発行可能なデジタルIDの世界標準

・分散型IDは、中立的で特定の企業に依存しないW3Cの世界標準技術 
・地域ごとに分散して発行しても重複しない、中央認証局が不要でグローバルに一意のID 
・全ての個人のサービスを一元管理し、グローバルに活用できる

分散型ID

分散型 ID 

(認印・銀行印） 

スマホに格納

公的個人認証 

 (実印）
マイナンバー
カード

紐付

https://w3c-ccg.github.io/did-spec

分散型ID Documentの例

https://w3c-ccg.github.io/did-spec
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分散型ID 

発行者の公開鍵
分散型ID 

発行者の公開鍵

医療機関

金融機関など

自治体 

銀行など

発行者

DID
氏名
生年月日
性別
住所
電話番号
メールアドレス等

ブロックチェーン

本人確認

個人情報 

（VC）提供

企業

デジタルID（分散型ID）を活用した本人認証の事例

・いちど本人認証を行えば、他の企業での本人認証が簡単に（ワンスオンリー） 
・自分の個人情報(VC)は自分の意思で企業に提供 (SSI：自己主権型アイデンテティ) 
・VC(Verifiable Credentials)は発行者により署名され、ブロックチェーンが非改ざん性を保障

利用者 検証者

個人情報 

（VC）発行
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34デジタルIDでのデータの民主化とデータ連携基盤の整備

今までのIDとデータ管理 デジタルIDでのデータの民主化

・今までは、別々のIDを発行しデータが分断化しているため、サービスの利便性、拡張性が失われている 
・世界標準のデジタルID（分散型ID）では、利用者の意思により情報提供しデータの民主化がはかられる 
・ブロックチェーンを使った中立的・分野横断的なデータ連携基盤の整備がヘルスケアを進化させる上で重要

複数のID管理が煩雑

利用企業

署名用 
公開鍵

分散型IDで共通化 
利用者の意思で情報提供

利用者 利用者

利用企業
医療機関・調剤薬局 
自治体・金融機関など

署名用 
公開鍵

ブロックチェーン（分散型管理）

データが分断化それぞれ別々のIDを発行

医療機関・調剤薬局 
自治体・金融機関など

分野横断的な 
データ連携
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35他社のデータ連携基盤との協業検討

・分散型IDは、地域の共通IDとして他社データ連携基盤の本人確認済みIDとして活用が可能 
・OZ1 社の「JP-Linkシステム」などとの協業を検討中

分散型ID

地域の共通IDとして 
本人確認済み分散型IDを活用

出所：令和３年７月　ID Walletコンセプト資料　OZ1 Corp.
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・マイナンバーカード、運転免許証、運転経歴証明書、パスポート、健康保険証などに対応

マイナンバーカードを 
スマホで読み取り

デジタルID(分散型ID)生成

運転免許証など

自己申告

セルフィー

デジタルIDで各種データを横串連携

本人確認済みデジタルID(分散型ID)の発行 
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・加盟店手数料が1/10、住民限定のプレミアム付商品券、給付金の受取、転々流通、即時決済など
共通デジタルIDで購買履歴などデータ連携デジタル地域通貨 

プレミアム付商品券 
ふるさと納税感謝券 
健康ポイントなど 
複数のサービスを 
１つのウォレットで管理

デジタル地域通貨、デジタル商品券などを１つのウォレットで
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共通ID

中立性 
強靭性

特定の企業に偏らず 
中立的

ブロックチェーンは中心がないので主導権争いもなく、後から参加した組織も対等の立場で活用

利用者が自分の意思で 
データを提供 

GDPR、個人情報保護法
様々なデータを生成するインフラ

分散型IDによるデジタルIDのメリットまとめ

利用者主体

IDや個人情報は 

利用者が分散して保有

データ改ざん防止
システム障害、災害に強い
世界標準のため事業継続性が高い
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ラオス中銀デジタル通貨や
メタバースでの暗号資産・NFT活用など来年の展望
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40ソラミツ、２０２２年の重点事業領域

CBDC

民間デジタル通貨 暗号資産・分散型金融

デジタル 
ID

SCM STONFT

Consortium Public
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・日本政府のODA（政府開発援助）の一環として、ラオス中銀とJICAがCBDC検討のMOU（契約書）を締結 

・ソラミツはカンボジアでの導入実績や技術・ノウハウを活用して調査を受託し、２ヵ国目のCBDC導入を狙う

ラオス中央銀行、JICA、ソラミツが CBDC の検討を開始
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・ソラミツは、世界３００社５０カ国の応募の中から、１５社のFinalistに採択 

・Citibank、Consensys、HSBC、IBM、Standard Charteredなど

シンガポール金融庁(MAS)のGlobal CBDC Challenge Finalistに採択
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デジタル通貨と今までのキャッシュレスの相違点
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44デジタル通貨と今までのキャッシュレスの相違点

１、決済プロセスの違い 

２、決済コストの違い 

３、汎用性の違い 

４、新たなマネタイズ機会 
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今までのキャッシュレス（口座型） 
・後日、銀行振込が必要 
・店舗の資金繰りが苦しくなる 
・複雑で高コスト

デジタル通貨（トークン型） 
・現金と同様に即時に支払いが完了 
・店舗の資金繰りが改善 
・大幅に簡素化、決済コストが低減

チャージ

いつでも
現金と交換

支払い（支払指図）

現金
デジタル
データ

銀行口座

支払い（即時支払い）

支払い
電文

決済事業者
（イシュア）

振込 振込

現金振込に
１ヶ月程度

決済事業者
（アクワイアラ）

振込

現金 現金 送金

銀行口座 銀行口座 銀行口座 銀行口座 銀行口座

送金

利用者 店舗 利用者 店舗

１、決済プロセスの違い

・デジタル通貨は、通貨そのもののデジタル化、今までのキャッシュレスと本質的に異なる
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決済事業者
アクワイアラ

利用者 店舗

銀行口座

全銀ネット

銀行口座

利用者 店舗

クレジットカード
イシュア手数料（IRF)

決済事業者運営コスト

デジタル通貨で流通している間は
振込手数料がかからない

銀行口座

銀行間直接精算・1日１回
マルチラテラルネッティング

中央精算機関を介した
銀行間精算

３.０％

１％以下

銀行預金⇄
デジタル通貨
自行内振替

チャージ振込手数料　
330~550円

銀行間手数料 162円
CAFIS使用料　 7円

加盟店振込手数料
330~550円

決済事業者
イシュア

銀行口座

決済にかかるコスト

今までのキャッシュレス（口座型） 
４層構造

デジタル通貨（トークン型） 
２層構造

２、決済コストの違い　～なぜ従来よりコストを削減できるのか

初期投資・保守費用
　１／１０程度
　　に削減
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47時代の流れはブロックチェーン・ベースのデジタル通貨に

▪ 既存の銀行間の決済システムは人手をかけて維持・更新している。 
▪ ブロックチェーンを使ったシステムは少ない人手で運営できる利点がある。 
▪ 安全性についても既存のシステムと同等以上の水準が確保できる

▪ 既存の送金システムを使わず低コスト 

▪ 企業が負担する決済や送金コストも下がる 

▪ 銀行間で送金する際のベース手数料は1件当たり62円 

▪ Digital Platformer社が提供する ブロックチェーン送金プラッ
トフォーム「LITA（リタ）」は10～20円を実現 

▪ DeCurretとDigital Platformer（LITA) とでHyperledger 
CactusやHyperledger Labo YUIを活用した相互接続検討中

出所：令和３年１１月２５日　 日本経済新聞
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48複数・異種のブロックチェーン間の相互接続

・様々なブロックチェーンを相互接続し、複数事業者間の連携サービスを実現 
   - 業界標準Hyperledgerプラットフォームを経由して、安全・効率的にサービスを提供 
　- 例えば、車の所有権の移転や電力サービスと決済サービスなど商流と金流を結合

出所：令和３年5月 Hyperledger Cactus紹介資料　富士通株式会社
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49３、汎用性の違い　～デジタル通貨でできること

市場 内容 今までの 
キャッシュレス デジタル通貨

B2C デジタル地域通貨 
健康ポイント、ふるさと納税感謝券など住民データ活用による消費活性化 ○ ○

B2E 給与のデジタル支払 
給与の日払い、翌日交通費精算など従業員データ活用による福利厚生 △ ○

B2B 企業間デジタル通貨決済 
商流と金流の一体化、企業データ活用による最適融資・DX化 × ○

All 即時決済・転々流通 
地域内の経済循環の乗数効果により助成金の３０～４０倍の経済効果 × ○

All
プログラマブル 

自動支払い、時間と共に変化、他経済圏との通貨連携等 × ○

・デジタル通貨は、給与のデジタル支払、企業間決済、即時決済、転々流通などあらゆる経済活動に対応



 本資料は、本説明会のために作成されたものであり、その他の如何なる目的を持つものではありません。本資料の内容の無断転記・転載はご遠慮ください。
© 2021 Soramitsu. All Rights Reserved. 

50

企業

従業員
給与をデジタル通貨で受け取り 他社キャッシュレス

手段へチャージ
地域通貨として活用

スマートな
納税

送金・割り勘

海外送金

換金

銀行などによる
デジタル通貨発行

給与支払い

ブロックチェーン

企業内のDX化・業務効率改善

• 複数キャッシュレス手段の橋渡し、新型コロナ対策などの給与日払い、翌日交通費精算など福利厚生
• 給与振込コスト削減、企業の経費清算などの業務効率改善・従業員データ活用によるDX化を推進 

給与のデジタル通貨支払いサービス

2020年7月1日

会津大学でチャージ　　　　　　　10,000 円

カフェテリアで食事　　　　　　　    -800 円

売店で買い物　　　　　　　　　　    -580 円

若松太郎さんに送金　　　　　　　  -1,000 円

円7,620 円
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51デジタル通貨の第四の機能と法人決済への応用

現金 デジタル通貨

振込情報
EDI情報
（XML電文） 振込

情報
XML
電文

振込情報
EDI情報
（XML電文）

支払企業 現金デジタル通貨 受取企業

デジタル通貨送金
XML電文送受信

金融機関 金融機関

デジタル通貨は「広範なデータ授受の媒体」「様々なデータを生成するインフラ」となる

企業メリット　　　・検収と同時にデジタル通貨で即時払いし、EDI情報をデジタル通貨に付加して先方企業に送る 
　　　　　　　　　・末締め翌月請求書発行、納品書との照合、入金の消込作業などが不要になり大幅な業務改善 

金融機関メリット　・企業の売り上げ、仕入れ、在庫などをリアルタイムで把握し、タイムリーに融資

振込
情報
XML
電文

検収で自動支払い

商流と金流を一体化
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現在の姿 目指す将来像
● 問題１：商流と金流が分断
● 問題２：アナログ管理が残存、複数EDIが存在
● 問題３：過去実績に基づく資金調達

● 将来像１：商流と金流が連動、デジタル通貨を活用
● 将来像２：EDIによる受発注と経理処理の一元管理
● 将来像３：商流・金流データに基づく資金調達

金流

商流

銀行 銀行 銀行
振込 振込

仕入先 自社 納品先

仕入 納品

EDI・FAX等 EDI・FAX等

商流
金流
一体化

銀行

仕入先 自社 納品先

仕入・振込

次世代EDI 次世代EDI

納品・振込

デジタル通貨とブロックチェーン活用

商流・金流データの活用による最適融資・企業のDX化推進

金融 金融 商流・金流データ決算書

資金精算

・金流に商流情報を乗せるのではなく商流に金流を乗せる → デジタル通貨活用・商流と金流の一体化
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単位：兆円

約４倍

B2B、B2E市場も視野に入れたデジタル通貨の循環 

・日本におけるB2Bの市場規模は1,104兆円で、B2C市場の約４倍

・B2C市場に加え、B2B、B2E、G2Cなどの市場におけるデジタル通貨の流通も対応

1,600兆円
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54４、新たなマネタイズの機会　～データは２１世紀の石油

データ利活用

販売促進・域外顧客流入 最適融資・企業活性化金融商品・ローン・広告

住民行動・購買データ 従業員・生活データ 企業商流・金流データ

自治体連携

企業DX化

企業間決済

プレミアム地域振興券・ふるさと納税感謝券・子育て応援券・給付金配布・納税など

マネタイズ

提携先 ITメディア事業者・地域特産品EC 保険・証券・広告代理店 EDIシステム・AIデータ分析

健康ポイント・観光DMO・地域広報・災害情報配信・送客クーポン配信など日常スーパーアプリ化

デジタル給与支払い・翌日経費精算・福利厚生など

商流・金流一体化
受発注と経理処理の一元管理

POS連携
商品情報収集

・自治体、グループ企業間でのデータ連携・分析・利活用により、様々なビジネス・チャンスが到来

各種ローン、少額短期保険・証券、おつり投資など



 本資料は、本説明会のために作成されたものであり、その他の如何なる目的を持つものではありません。本資料の内容の無断転記・転載はご遠慮ください。
© 2021 Soramitsu. All Rights Reserved. 

55

低コスト
セキュリティ 
強靭性

相互運用性 
拡張性処理性能 世界標準資金決済システム 

用途としては最良 
他社の１０～１００倍

デジタル給与払い 
法人間決済 
プログラマブル

偽造・なりすまし防止、システムが止まらない

初期費用・運用 
コストが１／１０ 
即時決済・転々流通

海外や他地域との 
相互運用

技術・サービスの中立性・事業継続性

様々なデータを生成するインフラ

即時決済

転々流通による 
経済乗数効果 
資金繰り改善

ブロックチェーンによるデジタル通貨のメリットまとめ
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56

　１、自治体、金融機関、地元企業の連携によるスーパーアプリ化、DX化 

　２、デジタルIDをベースとしたデータ連携基盤、本人認証ビジネス 

　３、デジタル通貨による決済コスト削減、効率改善、自動化 

　４、企業間決済、商流と金流の一体化による業務改善、最適融資 

　５、データが２１世紀の石油

デジタル通貨、デジタルIDによる新たな収益機会とコスト削減
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57ANAのバーチャルトラベルプラットフォームにソラミツの技術が採用

Sky Whale バーチャルトラベルプラットフォーム

・ANAは、Sky Whale バーチャルトラベルプラットフォームを2022年にサービス開始
・JP Gamesは、ソラミツ、JCB、Epic Gamesと連携して、企業向けのメタバースサービスキット
「PEGASUS WORLD KIT」の提供を開始 
・ソラミツは越境通貨やNFTを活用したアイテム管理などの最先端のブロックチェーンサービスを提供

出所：https://www.anahd.co.jp/group/pr/202105/20210520.html

　　　https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000003.000043861.html

https://www.anahd.co.jp/group/pr/202105/20210520.html
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000003.000043861.html
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58Polkadotとは

・デジタル主権をユーザーへ返し、トラストレスな分散管理を目指すWeb3.0の普及を目指し、 
　インターオペラビリティとスケーラビリティ向上に取り組むプロジェクト 
・バイナンスが約10億円のファンド設立、米国グレースケールが「DOT」の投資信託提供を計画

出典：Polkadot Medium

特徴 
・合意形成はNPoS（Nominated Proof-of-Stake） 
・複数トランザクションの並列処理が可能 
・パラチェーン同士の相互運用性 
・リレーチェーンにセキュリティをプール・共有 
・「サブストレート」ブロックチェーン構築ツール 

イーサリアム2.0と比較した利点 
・取引手数料（GAS）が低い 
・デフォルトでハードフォークなしでアップグレード 
・必要なバリデーター数が少ない
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59Polkadotを活用した、暗号資産の発行と分散型交換所Polkaswap

・Polkadotを活用し、Ethereumや他のブロックチェーンと接続する分散型交換所Polkaswap 
・トークン結合カーブ・メカニズムによる供給量自動調整・価格安定機能により健全な成長が 
　期待できる暗号資産 XOR, VAL, PSWAP, XST-USD等をコミュニティが発行し民主的に分配

世界のDEXや 
暗号資産交換所 
に接続

Ethereumなど他のブロック
チェーンに接続

Polkadotの 
パラチェーンに接続

暗号資産 XOR, VAL, PSWAP, XST-USDなど

分散型交換所

DEX対応ウォレット

トークン結合カー
ブ・メカニズム
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60Polkaswapの画面イメージ

①流動性の提供 
暗号資産ペアの預入 ②スワップ取引の申請 ③流動性提供報酬の受取
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61Polkaswap DEXとUniswap DEXの比較

Uniswap

サービス開始 ２０２１年４月 ２０１８年１１月

トークン時価総額 XOR, VAL, PSWAP等 約３００億 UNI 約２.２兆円

対象トークン Bitcoin, Ethereum上のトークン
Polkadotに接続されたトークンなど Ethereum上のトークンのみ

取引手数料 低い (200円程度） 高い Ether高騰 (4000円程度）

変動損失リスク 低い XORの価格変動が小さい 高い EtherやUNIの価格変動が大きい

取引処理時間 早い（約６秒／件） 遅い

操作 直感的で容易 複雑でわかりにくい

・Polkasawpには価値が安定した基軸通貨XORがあり、Ethereum以外のnetworkとも接続
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ブロックチェーン技術で産業にイノベーションを起こし 
社会課題を解決する
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ソラミツ株式会社
代表取締役社⻑ 宮沢和正�

住所：〒151-0051�東京都渋⾕区千駄ヶ⾕5-27-5リンクスクエア新宿16F

照会先
Contact Us

メール：info@soramitsu.co.jp

担当：宮沢、米津、鶴見


